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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期

中間連結会計期間
第43期

中間連結会計期間
第42期

会計期間
自2025年１月１日
至2025年６月30日

自2026年１月１日
至2026年６月30日

自2025年１月１日
至2025年12月31日

売上高 （千円） 4,622,358 4,905,220 10,005,640

経常利益 （千円） 195,271 430,763 665,589

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（千円） 179,233 287,243 598,469

中間包括利益又は包括利益 （千円） 202,179 358,106 696,744

純資産額 （千円） 4,650,465 5,392,788 5,147,578

総資産額 （千円） 6,489,719 8,395,485 8,105,242

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 54.51 87.39 182.05

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 71.5 63.9 63.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 158,656 1,042,612 71,726

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △302,589 △20,012 △1,443,388

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △18,279 △380,431 718,198

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 2,020,825 2,171,744 1,529,575

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、一部に弱含みの動きが見られるものの、緩やかに回復しています。

雇用・所得環境は緩やかに改善し、設備投資も増加していますが、物価の高止まりが継続しています。米国の外交

政策や中東情勢の緊迫化に伴って資源の供給に対する懸念が一層高まってきており、原料調達に支障が生じ、一部

の製造業で生産調整が行われるなどしており、依然不透明な経済状況にあります。鉄スクラップ価格については前

年同期より高い水準で推移しています。また、銅スクラップ価格は上昇傾向が継続しています。

　このような経済情勢の下、当社グループは、解体・環境・金属の各事業が総合的にニーズを探り出し、解体工事

や設備撤去、スクラップの買取り、産業廃棄物収集運搬・中間処理を経て素材メーカー等に再生資源を提供する

「ワンストップ・サービス」をさらに推進させております。

　これらの結果、当中間連結会計期間における売上高は4,905,220千円（前年同期比6.1％増）、営業利益は

434,887千円（同135.2％増）、経常利益は430,763千円（同120.6％増）、親会社株主に帰属する中間純利益は

287,243千円（同60.3％増）となりました。

 

　各セグメント別の状況は下記のとおりです。

＜解体事業＞

　解体工事については、新規の着工案件が減少し減収となりましたが、前年同期に特定案件において多額の工事原

価を計上したこと、および高難易度案件が進捗するなどした結果増益となりました。工事監督者数については、当

中間連結会計期間末時点で38名となりました。さらに施工能力を高めるとともに受注活動を活発化しております。

　これらの結果、売上高は1,133,740千円（前年同期比20.0％減）、営業利益は192,253千円（前年同期は営業損失

56,127千円）となりました。受注残高については、工事の進行度に応じてすでに売上計上された部分を除き

617,687千円となりました。

＜環境事業＞

　産業廃棄物処理受託の取扱量は10,748トンと堅調に推移し、再生資源販売の取扱量は8,785トンと堅調に推移し

ました。鉄スクラップ価格が前年同期より高い水準で推移したため増収となりましたが、有価物を多く含む廃棄品

処理の大型案件が前年同期に発生したことの反動等があり、減益となりました。

　これらの結果、売上高は1,133,351千円（前年同期比13.9％増）、営業利益は115,791千円（同8.3％減）となり

ました。

＜金属事業＞

　当中間連結会計期間における当事業の金属スクラップ取扱量は28,178トン（うち当社工場でのスクラップの取扱

量は24,747トン、残りは当社工場を介しない直送取引）となりました。鉄スクラップ価格が前年同期より高い水準

で推移し、また銅スクラップ価格が上昇したため増収、増益となりました。

　これらの結果、売上高は2,638,128千円（前年同期比19.3％増）、営業利益は126,842千円（同10.6％増）となり

ました。

 

　 財政状態は下記のとおりです。

　当中間連結会計期間末における総資産は8,395,485千円となり、前連結会計年度末に比べて290,242千円増加しま

した。流動資産は、現金及び預金の増加等により、前連結会計年度末に比べて329,899千円増加の3,977,106千円と

なりました。固定資産は、土地の減少等により、前連結会計年度末に比べて39,657千円減少の4,418,378千円となり

ました。

　当中間連結会計期間末における負債は3,002,696千円となり、前連結会計年度末に比べて45,032千円増加しまし

た。流動負債は、契約負債の増加等により、前連結会計年度末に比べて222,997千円増加の1,581,657千円となりま

した。固定負債は、長期借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べて177,964千円減少の1,421,039千円とな

りました。

　当中間連結会計期間末における純資産は、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べて245,209千円増

加の5,392,788千円となりました。
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　　(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ642,168

千円増加の2,171,744千円となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は1,042,612千円（前年同期は158,656千円の増加）となりました。

　これは、資金の増加として、税金等調整前中間純利益437,183千円、売上債権及び契約資産の減少額228,053千円、

減価償却費197,162千円等があった一方、資金の減少として、役員退職慰労引当金の減少額44,608千円、法人税等の

支払額56,300千円等があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果支出した資金は20,012千円（前年同期は302,589千円の支出）となりました。

　これは、有形固定資産の売却による収入128,618千円があった一方、有形固定資産の取得による支出173,422千円等

があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果支出した資金は380,431千円（前年同期は18,279千円の支出）となりました。

　これは、長期借入金の返済による支出135,960千円、配当金の支払額105,147千円等によるものであります。

 

(3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(4）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(6）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、または、締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,800,000

計 12,800,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 3,427,200 3,427,200
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株

であります。

計 3,427,200 3,427,200 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

　　2026年１月１日～

　　2026年６月30日
－ 3,427,200 － 130,598 － 90,598
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

ＨＳ興産株式会社 神戸市中央区雲井通２－１－６－1002 1,285 39.09

高橋　克実 兵庫県姫路市 364 11.07

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 151 4.61

イボキン従業員持株会 兵庫県たつの市揖保川町正條379番地 75 2.30

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 63 1.94

川島　敏邦 静岡県藤枝市 47 1.45

高橋　完治 神戸市西区 46 1.40

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２－６－21 44 1.34

高橋　守 兵庫県相生市 40 1.22

三河　榮子 埼玉県入間市 37 1.14

計 － 2,155 65.58

（注）上記のほか、自己株式140,292株があります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － －　 －

議決権制限株式（自己株式等）  － －　 －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 140,200 －　 －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,283,200 32,832 －

単元未満株式 普通株式 3,800 －　 －

発行済株式総数  3,427,200 －　 －

総株主の議決権  － 32,832 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式92株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社イボキン

兵庫県たつの市揖保川町正

條379番地
140,200 － 140,200 4.1

計 － 140,200 － 140,200 4.1

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　当社の中間連結財務諸表は、第一種中間連結財務諸表であります。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,672,900 2,275,120

受取手形、売掛金及び契約資産 1,721,953 1,493,900

商品及び製品 552 750

仕掛品 7,622 7,085

原材料及び貯蔵品 137,838 134,530

未成工事支出金 16,674 12,431

その他 89,828 53,495

貸倒引当金 △162 △205

流動資産合計 3,647,206 3,977,106

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 389,250 406,575

機械装置及び運搬具（純額） 750,493 774,214

最終処分場（純額） 67,669 53,026

土地 1,949,965 1,827,766

リース資産（純額） 460,510 426,106

建設仮勘定 19,176 18,179

その他 43,828 34,853

有形固定資産合計 3,680,893 3,540,721

無形固定資産   

その他 23,105 17,347

無形固定資産合計 23,105 17,347

投資その他の資産   

投資有価証券 564,522 660,825

保険積立金 117,024 121,057

繰延税金資産 22,823 22,823

その他 49,665 55,602

投資その他の資産合計 754,036 860,309

固定資産合計 4,458,035 4,418,378

資産合計 8,105,242 8,395,485
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 434,573 533,942

工事未払金 162,398 44,572

短期借入金 ※ 200,000 ※ 100,000

１年内返済予定の長期借入金 94,276 79,980

リース債務 80,203 81,524

未払金 68,423 84,950

未払法人税等 65,564 156,736

契約負債 25,098 174,892

賞与引当金 22,100 106,625

その他 206,019 218,432

流動負債合計 1,358,659 1,581,657

固定負債   

長期借入金 801,694 680,030

リース債務 336,291 295,709

役員退職慰労引当金 345,001 300,392

退職給付に係る負債 12,251 12,057

繰延税金負債 73,104 102,188

資産除去債務 30,660 30,660

固定負債合計 1,599,003 1,421,039

負債合計 2,957,663 3,002,696

純資産の部   

株主資本   

資本金 130,598 130,598

資本剰余金 954,794 954,794

利益剰余金 4,017,178 4,191,525

自己株式 △188,011 △188,011

株主資本合計 4,914,559 5,088,906

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 207,581 273,604

その他の包括利益累計額合計 207,581 273,604

非支配株主持分 25,437 30,276

純資産合計 5,147,578 5,392,788

負債純資産合計 8,105,242 8,395,485
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 4,622,358 4,905,220

売上原価 3,875,760 3,837,282

売上総利益 746,598 1,067,937

販売費及び一般管理費 ※ 561,719 ※ 633,049

営業利益 184,878 434,887

営業外収益   

受取利息 394 1,513

受取配当金 6,136 7,470

受取手数料 1,803 1,698

受取補償金 3,100 －

その他 4,466 4,942

営業外収益合計 15,900 15,625

営業外費用   

支払利息 1,591 19,449

支払補償費 3,886 －

自己株式取得費用 30 －

その他 － 300

営業外費用合計 5,507 19,749

経常利益 195,271 430,763

特別利益   

固定資産売却益 11 6,419

負ののれん発生益 62,581 －

特別利益合計 62,593 6,419

特別損失   

固定資産除却損 135 0

特別損失合計 135 0

税金等調整前中間純利益 257,728 437,183

法人税等 79,386 145,100

中間純利益 178,342 292,083

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
△891 4,839

親会社株主に帰属する中間純利益 179,233 287,243
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 178,342 292,083

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 23,836 66,023

その他の包括利益合計 23,836 66,023

中間包括利益 202,179 358,106

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 203,070 353,266

非支配株主に係る中間包括利益 △891 4,839
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年１月１日
　至　2025年６月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 257,728 437,183

減価償却費 157,090 197,162

賞与引当金の増減額（△は減少） 78,994 84,524

受注損失引当金の増減額（△は減少） 27,454 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7,085 △44,608

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 49 △194

受取利息及び受取配当金 △6,530 △8,984

支払利息 1,591 19,449

固定資産売却損益（△は益） △11 △6,419

固定資産除却損 135 0

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 80,622 228,053

棚卸資産の増減額（△は増加） △11,487 7,890

仕入債務の増減額（△は減少） 4,841 △18,458

未払金の増減額（△は減少） △82,894 16,520

契約負債の増減額（△は減少） 10,806 149,793

受取保険金 △864 △128

負ののれん発生益 △62,581 －

その他 △118,717 47,314

小計 343,311 1,109,099

利息及び配当金の受取額 6,528 8,933

利息の支払額 △1,189 △19,248

保険金の受取額 864 128

法人税等の支払額 △190,859 △56,300

営業活動によるキャッシュ・フロー 158,656 1,042,612

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △90,000 △40,000

定期預金の払戻による収入 30,000 80,000

有形固定資産の取得による支出 △299,937 △173,422

有形固定資産の売却による収入 15,243 128,618

無形固定資産の取得による支出 － △613

保険積立金の積立による支出 △4,033 △4,033

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
47,514 －

出資金の払込による支出 － △6,110

その他 △1,377 △4,452

投資活動によるキャッシュ・フロー △302,589 △20,012

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － △100,000

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △8,442 △135,960

リース債務の返済による支出 △1,594 △39,323

自己株式の取得による支出 △3,147 －

配当金の支払額 △105,095 △105,147

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,279 △380,431

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △162,212 642,168

現金及び現金同等物の期首残高 2,183,038 1,529,575

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,020,825 ※ 2,171,744
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　当座貸越契約

　当社は、資金調達の機動性及び安定性の確保を図るため、取引金融機関４行と当座貸越契約を締結しております。これ

らの契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2025年12月31日）

当中間連結会計期間

（2026年６月30日）

当座貸越極度額 600,000千円 800,000千円

借入実行残高 100,000 －

差引額 500,000 800,000

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
　　至　2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
　　至　2026年６月30日）

給料手当 145,985千円 160,240千円

賞与引当金繰入額 29,630 30,842

退職給付費用 2,899 3,061

役員退職慰労引当金繰入額 7,085 10,698

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであり

ます。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金 2,164,143千円 2,275,120千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △143,317 △103,376

現金及び現金同等物 2,020,825 2,171,744
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（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）
配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年３月28日

定時株主総会
普通株式 105,261 32  2024年12月31日 2025年３月31日 利益剰余金

 
当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）
配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年３月25日

定時株主総会
普通株式 105,181 32  2025年12月31日 2026年３月26日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

株式会社イボキン(E34130)

半期報告書

15/20



（セグメント情報等）

　　　　【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

中間連結損益
計算書計上額
（注１） 解体事業 環境事業 金属事業 計

売上高       

一時点で移転される財・ 　

サービス
429,665 994,679 2,210,838 3,635,183 － 3,635,183

一定の期間にわたり移転され

る財・サービス
987,175 － － 987,175 － 987,175

顧客との契約から生じる収益 1,416,840 994,679 2,210,838 4,622,358 － 4,622,358

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 1,416,840 994,679 2,210,838 4,622,358 － 4,622,358

セグメント間の内部売上高

又は振替高
383,937 152,879 13,334 550,150 △550,150 －

計 1,800,777 1,147,558 2,224,173 5,172,509 △550,150 4,622,358

セグメント利益又は損失（△） △56,127 126,271 114,734 184,878 － 184,878

（注）　１．セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完

全に履行義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される

財・サービスに含めています。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

中間連結損益
計算書計上額
（注１） 解体事業 環境事業 金属事業 計

売上高       

一時点で移転される財・ 　

サービス
377,910 1,133,351 2,638,128 4,149,390 － 4,149,390

一定の期間にわたり移転され

る財・サービス
755,829 － － 755,829 － 755,829

顧客との契約から生じる収益 1,133,740 1,133,351 2,638,128 4,905,220 － 4,905,220

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 1,133,740 1,133,351 2,638,128 4,905,220 － 4,905,220

セグメント間の内部売上高

又は振替高
108,411 169,775 12,415 290,601 △290,601 －

計 1,242,152 1,303,126 2,650,543 5,195,821 △290,601 4,905,220

セグメント利益 192,253 115,791 126,842 434,887 － 434,887

（注）　１．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完

全に履行義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される

財・サービスに含めています。
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（収益認識関係）

顧客等との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

１株当たり中間純利益 54円51銭 87円39銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 179,233 287,243

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（千円）
179,233 287,243

普通株式の期中平均株式数（株） 3,287,687 3,286,908

　（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
2026年８月10日

株式会社イボキン

取締役会　御中

 有限責任 あずさ監査法人

 神戸事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 松井 理晃

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 杏井 康真

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社イボキ

ンの2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社イボキン及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間連

結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告

書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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